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今回中川を全川堤防化もしくは一部堤防化した場合に設置するポンプにより荒川に放流することになるが、

現行での最大ポンプ規模は 200㎥/sであり全川堤防化では最大実績の 3.5倍の 700㎥/sが必要となる。し

かし現在、50㎥/s/1台のポンプが開発されており、技術的には十分可能であると考える。 

ポンプ対応案は、中川の流量を荒川に合流させるため、合流地点から下流部においては、合流した高水

流量が流下できる荒川の断面確保が必要となる。この場合、荒川の洪水時の計画高水位の低下は必要ない

ため、自然合流案に比較して荒川断面の拡大必要量は大幅に小さくなると考えられる。 

本案では工事経費を削減するため、河床掘削は行わず暫定河床高Ａ.Ｐ.-4.0ｍのままとし、中堤の高水敷

を２５ｍ拡幅し流下河積断面を増強することとした。ポンプ場を設置する本案は、洪水や高潮時における中

川からの排水能力が向上するため、高潮時の治水安全性は向上する。 

 

表 4-8 既設の大型排水機場の緒元（100㎥/s以上を選定した） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※江戸川区「気候変動に適応した治水対策委員会報告」より著者が作成 
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〔第１案〕中川左岸高規格堤防案（現状規定計画）【概算事業費 約 6,600億円】 
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〔第２案〕中川全川堤防化・荒川河床掘削案その１【概算事業費 約 6,200～6,800億円】 
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〔第３案〕中川全川堤防化・荒川河床掘削案その２【概算事業費 約 5,600～6,000億円】 
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〔第４案〕中川全川堤防化・排水機場案【概算事業費 約 3,800～4,200億円】 
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〔第５案〕中川暗渠案【概算事業費 約 3,000億円】 
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〔第６案〕中川半幅堤防拡幅・半幅暗渠案【概算事業費 約 4,300～4,700億円】 
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〔第７案〕中川左岸堤防拡幅・排水機場案【概算事業費 約 2,400億円】 
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［第８案］中川左岸堤防拡幅・背割堤移設・排水機場案【概算事業費 約 6,500億円】 
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［第９案］下流部での中川左岸堤防拡幅・荒川合流案【概算事業費 約 5,500億円】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4‐33 

 

［第１０案］中川左岸堤防部分拡幅・地下放水路案【概算事業費 約 3,400億円】 
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４.５.４ 荒川・中川の流路一体化についての考察 

 

４.５.４.１ 概算事業費の比較 

 

ここまで規定計画案を含め 10案について比較検討してきた。いずれの案も実施可能である。各案におけ

る大きな違いは、洪水時に中川の洪水をポンプ施設で合流させるか自然合流させるか否かである。ポンプ

所の設置についても既に綾瀬川には洪水流量に全量対応するポンプ所が設置されており、外郭放水路や

環７地下調整池も完成している。これらから，ポンプの維持管理と荒川の自然流下断面の維持管理に対する

評価が決定要素となる。 

表 4-9 は概算事業費の比較である。既定現計画の高規格堤防案の約 6,600 億円に比較して何れの案も

同等か低い事業費用で済むと見込まれる。これは現計画の高規格堤防案が堤内地側の民地を対象とする

ために、大きな移転補償費を必要とするためである。また、住民との話し合いにも時間を要するものと考える。

実施に当たって中川全川堤防化案では、荒川の河床掘削土砂を盛土材料として活用することができ、さらに

荒川の河床掘削費用を大幅に減少させることができると考えられる。同時に荒川の洪水対応能力も向上する

ことが期待できる。 

中川防災ベルト構想は何れの案も荒川・中川が平行流下河川である特殊性に着目した、堤内地に工事規

模を広げることなく工事期間を短縮でき、経済性の高い避難高台地が建設できる構想である。7、9、10 案は

暫定的な堤防補強はできるが、表８に示されるように避難高台として形成される面積が足らず、いずれも洪

水時における避難者が荒川を西側へ渡河して避難しなければならない。この人数をゼロにすることは出来な

い。費用も時間もメリットがないと考える。 

表 4-9 事業費比較表 

案 形     式 事  業  費 

第 1案 ・規定計画、中川左岸を高企画堤防 

（156ha）。堤内地側を 30H勾配に合わ

せまちづくりを行う。 

  

約 6,6 00億円 

中川左岸（堤

内地側）高規

格堤防 

高規格堤防工事(156ha) 約 940億円 

移転補償費      約 5,630億円 

第２案 ・荒河床掘削A.P.－6.80m（1500万㎥） 

・計画河床よりも深くなるため、現橋

梁(13橋)は全て架け替える。 

約 6,200～6,800億円 

中川全川堤防

化(河床 AP－

6.80m) 

荒川河床掘削     約 3,480億円 

近接構造物対策 約 2,000～2,600億円 

盛土堤防強化工事   約 730億円 

第３案 ・荒河床掘削A.P.－6.00m（1450万㎥） 

・高水敷を開削するため高水敷に橋脚

のある橋梁(7橋)の対策が必要。 

約 5,600～6,000億円 

中川全川堤防

化(河床 AP－

6.80m) 

荒川河床掘削     約 3,360億円 

近接構造物対策約  1,480～1,900億円 

中堤移設       約  50億円 

盛土堤防強化工事   約 700億円 



4－35 

 

第４案 ・700㎥/s排水機場 

・高水敷を開削するため高水敷に橋脚

のある橋梁(7橋)の対策が必要。 

約 3,800～4,200億円 

中川全川堤防

化・700㎥排水

機場 

荒川河床掘削     約  510億円 

排水機場建設費    約 1,050億円 

近接構造物対策 約 1,480～1,900億円 

盛土堤防強化工事   約 730億円 

第５案 ・中川全川暗渠化 約 3,000億円 

中川全川暗渠

化 
暗渠化工事      約 3,000億円 

第６案 ・荒河床掘削A.P.－4.00m（130万㎥） 

・400㎥/s排水機場 

・高水敷を開削するため高水敷に橋脚

のある橋梁(7橋)の対策が必要。 

約 4,300～4,700億円 

中川半幅堤防

化・半幅暗渠

化・400㎥排水

機場 

荒川河床掘削     約 300億円 

排水機場建設費    約 600億円 

近接構造物対策 約 1,480～1,900億円 

暗渠化工事      約 1,500 億円

盛土堤防強化工事   約 400億円 

第７案 ・荒河床掘削A.P.－4.00m（130万㎥） 

・300㎥/s排水機場 

・高水敷を開削するため高水敷に橋脚

のある橋梁(6橋)の対策が必要。 

約 2,400億円 

中川 25ｍ堤防

化・300㎥排水

機場 

荒川河床掘削     約 300億円 

排水機場建設費    約 450億円 

近接構造物対策    約 1,050億円 

盛土堤防強化工事   約 600億円 

第８案 ・荒河床掘削A.P.－4.00m（1,000万㎥） 

・300㎥/s排水機場 

・中堤を移設するため橋梁(8橋)に加え

東電鉄塔３基の対策が必要。 

約 6,500億円 

中川 42ｍ堤防

化・200㎥排水

機場 

荒川河床掘削     約 2,300億円 

排水機場建設費    約 300億円 

中堤移設       約 850億円 

近接構造物対策    約 2,440億円 

盛土堤防強化工事   約 610億円 

第９案 ・荒河床掘削A.P.－6.00m（1,600万㎥） 

・中堤移設（幅 60m、延長 3km） 

・中堤を移設するため橋梁(２橋)の対

策が必要。 

約 5,500億円 

中川下流部

（3.0km）堤防

化 

 

荒川河床掘削     約 3,680億円 

中堤移設       約 340億円 

近接構造物対策    約 1,480億円 

 

第 10案 ・中川 25ｍ堤防化 

・地下放水路（300㎥/s）約 9.5km 

 

約 3,400億円 

中川 25ｍ堤防

化・地下放水

路（300㎥/s） 

 

地下放水路            約 2,790億円

盛土堤防強化工事   約 600億円 

※江戸川区「気候変動に適応した治水対策委員会報告」より著者が作成 
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４.５.４.２ 避難高台地の効果 

 

 0 メートル地帯における洪水時に避難できる高台の存在は、命の問題として捉えなければならない。江戸

川区の中川（荒川）と新中川の挟まれた区域では洪水時避難場所として大島小松川公園が指定されている

が、避難にあたっては洪水が起こっている荒川を渡可して避難しなければならない計画である。そこで高規

格堤防の天端や整備された平面部分に避難することが出来れば大きな効果を生むことになる。表  に整理

したように第2案、第3案、第 4案、第5案、第6案、第8案については渡可避難が解消される。この場合避

難者一人当たりの必要面積は、江戸川区のハザードマップと同じ一時避難場所として１㎡とした。第７案、第

９案、第１０案についても渡可避難が完全に解消されるわけではないが、必要面積21.2haの内17.5～18.0ha

が確保できることから、中川の河川区域を活用した整備は非常に効果が高い事業である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-18 荒川を渡河避難しなくて済むようになる居住者人口 

 

新中川右岸
212,050人



表4-10　避難高台としての効果比較表
第１案 第２案 第３案 第４案 第５案 第６案 第７案 第８案 第９案 第１０案

☆中川左岸で
の高台避難地
確保が必要と
考えられるた
め、
☆確保できる
規模、
☆超過高潮に
対応した避難
地となりうる高
さ、
☆確保される
避難地が孤立
しないか、
☆輸送可能
性等の観点で
の評価

○堤内側で防
災コアの整備
を行うことで避
難地を確保す
る ○高規格
堤防整備に伴
うまちづくりで
公共用地を確
保することで
避難地の一部
は確保可能
■建設期間
中の暫定時で
の避難地間の
連絡は狭い天
端に限定され
る
△最終的には
渡河避難者は
解消できるが
建設期間中は
避難面積が足
りない

◎荒川以東の
江戸川区の避
難地として十
分な面積が確
保でき、輸送
確保等の観点
での避難地間
連絡も図れる
◎一部範囲を
計画堤防高よ
り高く盛ること
で、超過高潮
にも対応でき
る避難地とす
ることも可能
◎渡河避難
者は解消でき
る

◎荒川以東の
江戸川区の避
難地として十
分な面積が確
保でき、輸送
確保等の観点
での避難地間
連絡も図れる
◎一部範囲を
計画堤防高よ
り高く盛ること
で、超過高潮
にも対応でき
る避難地とす
ることも可能
◎渡河避難
者は解消でき
る

◎荒川以東の
江戸川区の避
難地として十
分な面積が確
保でき、輸送
確保等の観点
での避難地間
連絡も図れる
◎一部範囲を
計画堤防高よ
り高く盛ること
で、超過高潮
にも対応でき
る避難地とす
ることも可能
◎渡河避難
者は解消でき
る

◎荒川以東の
江戸川区の避
難地として十
分な面積が確
保でき、輸送
確保等の観点
での避難地間
連絡も図れる
◎一部範囲を
計画堤防高よ
り高く盛ること
で、超過高潮
にも対応でき
る避難地とす
ることも可能
◎渡河避難
者は解消でき
る

◎荒川以東の
江戸川区の避
難地として十
分な面積が確
保でき、輸送
確保等の観点
での避難地間
連絡も図れる
◎一部範囲を
計画堤防高よ
り高く盛ること
で、超過高潮
にも対応でき
る避難地とす
ることも可能
◎渡河避難
者は解消でき
る

○7km～河口
部において大
島小松川公
園避難地を補
完する避難地
確保ができる
■中川～新
中川間の最短
距離避難に対
応できない規
模のため、避
難者の移動が
必要であり、
避難地間の連
絡による輸送
効果は期待で
きない
■最終的に荒
川西側への渡
河避難者は解
消されない

◎新中川以
西の避難者を
受け入れに必
要な避難地を
確保ができる
○避難後の避
難地間の移
動・輸送効果
も期待できる
◎渡河避難
者は解消でき
る

○3km～河口
部において約
18haの避難地
確保ができる
□避難地（＋
避難路）確保
効果は下流部
に限定される
■避難地間の
移動・輸送効
果は期待でき
ない
■最終的に荒
川西側への渡
河避難者は解
消されない

○7km～河口
部において大
島小松川公
園避難地を補
完する避難地
確保ができる
■中川～新
中川間の最短
距離避難に対
応できない規
模のため、避
難者の移動が
必要であり、
避難地間の連
絡による輸送
効果は期待で
きない
■最終的に荒
川西側への渡
河避難者は解
消されない

避難場所

高規格堤防
整備で平坦化
する中川の裏
法部

堤防となる中
川部分

堤防となる中
川部分

堤防となる中
川部分

暗渠となる中
川部分の上部

①暗渠となる
中川部分の上
部
②堤防となる
中川部分

堤防強化に活
用する中川部
分

堤防強化に活
用する中川部
分

堤防強化に活
用する中川部
分

堤防強化に活
用する中川部
分

①50m

 ②50m

区間 6500m 7000m 7000m 7000m 7000m 7000m 7000m 7000m 3000m 7000m

 ①35.0ha

 ②35.0ha

4-37

17.5ha 29.4ha 18.0ha 17.5ha

25m 42m 60m 25m

70.0ha

幅 ５m 110m 90m 110m 100m

避難面積 3.25ha 77.0ha 63.0ha 77.0ha
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４.６ 第４章のまとめ 

 

著者はこれらの比較検討から以下のように考察する。ポンプ方式は燃料や電気供給、ポンプそのものの

故障の発生など機械的リスクがある。将来的には日常的な維持管理だけではなくポンプ施設を含め排水機

場の更新も必要となる。 

暗渠化案はコンクリート構造物で堤体を構築するため耐用年数に限りがあり、その都度更新が必要となり、維

持管理にあたっても老朽化の問題を抱えることとなる。 

自然合流案は荒川の河床掘削が前提であるが、計画河床までの掘削で足りることが検証された。橋梁などの

横断構造物も占用条件として、計画河床までの掘削を前提としている。以上の点で自然合流案が最適だと考え

る。 

上平井水門から下流部の中川は、荒川放水路が開削されたときに流路を付け替えられた、人工の放水路であ

る。すなわち治水を目指して設計された以上、放水路が完成した時点では安全性が具備されていた。時代の経

過により計画高水流量の変更や、地盤沈下の発生、地球温暖化による海面上昇など、いかなる変化があっても

安全であることが求められている。この点で自然公物とは異なり、人工公物は建設された時から完全に安全であ

り続けることが求められているといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-19 中川防災ベルト構想完成イメージ（上段は①②③何れの案でも中川の河川域を活用し堤防強化を図っ

たイメージ。下段は既定計画の堤内地側を高規格堤防化したイメージ。） 
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図 4-19 は検討した３案と既定計画との比較完成イメージ図である。上段の図が防災ベルト完成後である。江

戸川区のハザードマップで示されているような、洪水の発生している荒川や中川を渡河して避難しなくてすむ、

逃げられる高台地の存在は安全なまちづくりの基本である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-20中川防災ベルト構想完成イメージ（河口から３ｋｍ付近上段は現況写真） 

 

防災ベルト構想は超過洪水でも壊れることのない堤防として、平時に当たっては緑豊かな河川空間として親

水河川、ビオトープ、レクリエーションなどのスペースを提供できると考える。 
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第５章 結論 

 

５.１ 今後の治水対策のあり方 

 

『どのような災害から、国民の生命を、どのように守るのか』そして、そのコストはどこまで受容でき

るのか。このことを明らかにしなければ、どのような良い施策であっても国民の支持を得て進めるこ

とは出来ない。 

２００５年に発生したアメリカのハリケーンカトリーナの被害は、死者・行方不明者２５００人、物的

被害額１、２５０億ドルであったが、事前に対策を講ずることが提言されていた堤防補強費は２０億ド

ルであった。さらに２０１０年時点でも事後対策としての復興費用に既に９００億ドルが注ぎ込まれて

おり、今後も必要となる復興費が巨額になっていくことが予想されている。事前対策を実施できな

かったことがその後の経済的被害を大きくしたと言える。  

２０１０年内閣府中央防災会議専門調査会報告「大規模水害対策（首都圏水没）」では、利根川

水系に昭和２２年キャサリン台風が再来したとすると、氾濫面積はキャサリン台風を上回る５３０㎢、

浸水域内人口２３０万人、２６００人の死者と３４兆円もの氾濫被害が発生すると予測している。前例

としてハリケーンカトリーナの被害をきちんと検証すれば、おのずと事前対策として行う事業経費の

水準も国民合意が出来るものと考える。  

 荒川流域には約１,０００万人の人々が暮らし、そのうちゼロメートル地帯の洪水危険地帯居住人

口は１４０万人、域内物的資産額は約１００兆円（日本のＧＮＰの約 20％）と見積もられているが、洪

水時における氾濫面積は９４４㎢、氾濫被害は５４兆円と予測されている。（荒川上流河川事務所）  

 さらに、地球温暖化が誘因する超過外力は確実に増大しており、台風の大型化、洪水、渇水、土

砂流出、高潮等の外力が増大している。発生する大洪水は、国家に壊滅的な打撃を与えることに

なる。首都機能を有する東京や名古屋、大阪のゼロメートル地帯の都市機能喪失を回避するため、

地球温暖化が誘因となり想定される超過外力に対応可能な適応策を遅滞なく講じるべきである。も

はや諸外国では温暖化を前提とした治水計画を策定しているのである。 

 

 ５.２ 河川水災害のリスク評価とコスト評価 

     

河川洪水にどれだけの費用をかけ事前対策としての治水事業を行うか、今、国民の誰もが納得

出来る評価方法が求められている。リスクは発生確率と被害の甚大さの積で表される。 

      リスク＝発生確率×被害の甚大さ 

 事業評価として行う費用便益分析は，リスクを保有領域まで低減する対策事業費をコストとして、

災害リスク評価を行い、死者数と被害額を便益と考える。  

Ｂ／Ｃ＝（人的被害＋物損被害額）／リスク低減対策費用」 
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 また、大規模災害が頻発していることを踏まえ、甚大な被害を未然に防ぐために災害リスク評価を

行い、リスクを低減させる対策を行うべきである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

図 4-21 河川洪水のリスク図 

 

災害のリスク分析では事前に実施される治水対策の便益が時として、不明であるかのごとき議論

がされていることがある。しかし治水事業はすべてが事前対策事業であり、この事業の成果として

計上する便益は想定される死者数と被害額となるべきだと考える。  

そこで新たな評価軸として、最も脆弱な位置にある資産を把握するなどの脆弱性評価を行い、

迫りくる危機への対応・減災対策をコストとして、費用分析を行うことが必要である。  

コスト： リスクを保有領域まで低減する対策事業費  

便益； 死者の数＋被害額  

Ｂ/C= (死者数＋行方不明者＋物損被害額 / リスク低減対策事業費用  

また最近では平成２１年（2009）８号台風が台湾の嘉義縣阿里山で 2726ｍｍの降雨を記録し、平

成２３年（2011）１２号台風では奈良県上北山村で 1852mmに達し、一部の地域では解析雨量が

2000mmを超える（気象庁平成２３年９月７日）ような、これまでにない気候の変化から台風が大型化

リスクの削減領域

大事故

影響大

リスクの保有領域

リスク低減対策
（事故の未然防止）

安全対策

リスク低減対策

（危険有害要因の低減）

リスク低減対策

低確率

影響小 被害規模

発
生
確
率

リスク＝発生確率×被害の甚大さ
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しており、大規模災害が頻発していることを踏まえ、甚大な被害を未然に防ぐために災害リスク評

価を確立したうえで、リスク低減対策を実施すべきである。  

 

５.３ 最大被害予測と脆弱性評価 

 

 最も脆弱な立場にある国民・最も脆弱な位置にある資産を把握し、迫りくる危機への対応・減災

対策をコストとして費用便益分析を行うべきである。評価指標として①洪水による死者の発生確率、

②大多数の死者が洪水によって生じる確率、③経済損失を含む間接被害の発生確率、ここでは、

生態系及び歴史的な文化価値、国際的風評被害の防止、社会崩壊の防止を考慮した直接被害と

間接被害の合計値を取り入れる。 

 気候変動に関する政府間パネル（lPCC）が指摘している通り、気候変動による異常気象（大雨の

頻度増加、台風激化等）、海面水位の上昇などにより、大規模水害が増加していることを評価する。

甚大な被害を未然に防ぐために、災害リスク評価を行い、リスクを削減させる対策を講じなければ

ならない。 

 

５.４ 第５章のまとめ  

 

大規模水害は広範囲な住民、自治体に被害を与える。しかし、現在の国や都道府県の防災体

制は市区町村自治体が行う避難勧告や避難指示の意志決定に資する情報を提供するに留まって

いる。洪水の状況や被害情報は各自治体に止まり、流域自治体が他の自治体の状況を的確に把

握した上で、災害対策を講ずるための情報の共有が出来ていない。国や都道府県には一定程度

情報が集約されるが、その情報を流域自治体に必ず提供するという制度にはなっていない。危険

が迫っている自治体相互が連絡を取り合う体制も出来ていない。 

治水対策とは危機管理であり、国が国民に約束する安全保障である。 

「国が，国民の命を守る。」「国が，国体を守る。」「国が，社会・経済・文化を守る。」 

災害管理関連の法律には、7本の基本法，18本の災害予防法、23本の災害復旧復興、財政金

融措置法があり、自治体はそれぞれの立場で防災計画を立案し責任を負っている。しかし、国は

都道府県、市町村の意思決定を効果的に調整・監視し、是正措置を命ずる責任を負っていない。

そのため河川流域管理制度の確立を目指し権限の一元化を図る必要があると考える。流域全体

で連携した治水対策を推進するため、統一したルールのもとに、明確な指揮・命令系統による一貫

した危機管理・治水対策の一元化を図るっているフランスの流域河川管理局（EPTB）のような河川

流域管理制度の創設が必要だと考える。そしてアメリカの「FEMA」のような国家としての危機管理

省が、今こそ日本に求められているのである。 
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資料（今回用いた関東流域圏モデルの概要） 

 

１．関東流域圏モデルの概要 

関東流域圏の三次元格子システム鳥瞰図を付図 1 に示す。平面的な離散格子システムは地形起伏を考

慮し、約 1,000m の空間分解能で分割した。上流と下流の関係を論じる上で重要と考えられる主要な河道、

及びその地下浅部については局部的に格子分割を細密にすることが可能な LGR(Local Grid Refinement)を

適用した。深度方向は地盤中の流体移動がモデル底部と干渉しない十分な距離として標高-5,000m までを

モデル化した。格子総数は 2,259,489 である。考慮した水理地質区分は、沖積層（表土層、現河床堆積物、

崖錐堆積物等）、新期ローム層、常総粘土層、東京層群・下総層群、上総層群、三浦層群、基盤岩類である。

関東流域圏モデルは、関東平野を代表する主要河川流域の全体を包含するものであり、源流から河口、近

海域に及ぶ降水、地形、地質、土地利用等の様々な流域基本情報を統合化させた三次元数値モデルであ

る。 この関東流域圏から江戸川区を中心とした範囲を切り出し、空間分解能を 10m とした「沿岸域都市モデ

ル」を構築した。（付図 2）関東流域圏モデルの格子サイズとの乖離が大きいため、両者の中間的な空間分

解能（50m）をもたせたモデルを準備し、沿岸域都市モデルへは中間モデルからデータを受け渡す。中間モ

デルは上総層上面（深度約 300～400m）までを、沿岸域都市モデルは表土層のみを考慮している。沿岸域

都市モデルの鳥瞰図を付図 2に示す。格子総数は2,962,575となった。このモデルは，江戸川区域のゼロメ

ートル地帯、主要な治水施設、街区建物、不浸透域等の現在の土地利用を表現し、豪雨時の時々刻々と変

化する氾濫域を高精度で解析可能なモデルである。これらのモデルに与えた透水係数、有効空隙率、境界

条件を付表 1にまとめた。  

付表 1 水理パラメータと境界条件 

 透水係数

（cm/sec） 

有効空隙率 

（％） 

沖積層 

ローム層 

常総粘土層 

下総層群 

上総層群 

三浦層群 

基盤岩 

1×10-3 

1×10-3 

1×10-5 

1×10-2 

1×10-4 

1×10-5 

1×10-7 

15 

20 

5 

30 

20 

5 

1 

境界条件 海域は海水位置 E.L.0mを水位固定

境界とし，その他は閉鎖境界（沿岸

流域都市モデルは関東流域圏モデ

ルから受け渡された定圧境界とした） 
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付図．1 関東流域圏モデル（上：地形，下：地質） 

 

付図．2 沿岸域都市モデル（左：地形，右：土地利用） 
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２．本検討で用いた統合型水循環シミュレータ GETFLOWS (General-porpose Terrestrial 

Fluid- flow Simulator) の概要 

GEFLOESは、汎用 3次元流体シミュレーションで、地下空間におけるダルシ―則に従う多

孔質媒体中の水と空気の２相流動に加え、地表面におけるマニングの平均流速公式に従う地

表流動を完全に練成して解析することが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図.３ 統合型水循環シミュレータの概念図 

（１）地表流体流動 

河川や山肌を流れる地表水流動は、開水路流れとしてモデル化される。いま、付図.4、付

図.5に示す一様斜面の開水路を流れる水塊（水流の横断面 A,B 間の水塊）の挙動を考える。

水路幅に対して水深は十分小さいものとすると、鉛直方向に平均化した浅水流近似を適用す

ることができる。水流の駆動力は地形勾配及び水深勾配であり、これに底面から作用する摩

擦力や系外との出入りを付与すると、運動方程式は次のように表される。 

gh
vP

t
v

gx
h

x
h

xt
v

g
xrfx

x
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 2
2

2
cos

1 



   

ここに， 

yx  ,  ：流動方向毎の斜面勾配 [－] 

h  ：水深 [L] 

fyfx hh ,  ：流動方向毎の摩擦損失 [－] 

yx vv ,  ：水深で平均化した流動方向毎の流速 [LT-1] 
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  ：開水路高 [L] 

  ：エネルギー補正係数 [－] 

  ：運動量補正係数 [－] 

rP  ：降雨量 [LT-1] 

g  ：重力加速度 [LT-2] 

t  ：時間 [T] 

yx,  ：流動方向成分の距離 [L] 

上式の右辺第一項は斜面勾配による駆動力（重力項）、第二項は水深勾配による駆動力（圧

力項）、第三項は摩擦による抵抗力（摩擦項）、第四項は運動量の収支（速度項）、第五項

は降雨による運動量の損失項を示す。左辺は、これらの外力の帰結として生じる水流の速度

変化（慣性項）を示す。 

 

付図.4 開水路流れの模式図 

  

付図.5 開水路の水塊の運動 
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連続の式 

流路幅が一定でない流れに対する水塊の質量保存の関係式は、二次元平面内のそれぞれの

流動方向成分に対して次のとおり表される。 

0









t
A

x
Av xxx 

 

0









t
A

x
Av yyy 

 

 

ここに、ρは水の密度、Ajは j方向(j=x,y)の断面積(L2)で、特に流路幅Wjが一定である場

合は Aj＝Wjhであり、上式はそれぞれ次のように表される。 
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平均流速公式 

開水路の実験により、水塊の重さの流れ方向成分と潤辺に沿った摩擦抵抗が釣り合う等流

条件では、以下の平均流速公式（Manningの公式）が成り立つことが知られている。 

gin
R

xn
Rv

3/23/2








  

ここに、Rは水力学的水深を表す径深（hydraulic radius）であり、流路断面積 A および

潤辺長 S（wetted perimeter）を用いて付図.5に示す関係で定義される。igは流れ方向の流

路床勾配を示す。nはマニングの粗度係数（Manning’s Roughness Coefficient）であり、河

床形状・材料，地表植生（森林，草地，畑地など）、人工被覆（舗装面など）に応じて個々

の計算格子に対して与えられる。マニングの粗度係数の次元は L-1/3Tであり、SI単位系では

m-1/3sとなる。 

（２）地下流体流動 

一般化ダルシー則を適用した水・空気 2相流れの支配方程式は、以下のように表される。 
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上式は多孔質媒体中の水、空気に関する質量保存則を表す。各式の左辺第 1項は流動項（移

流項）、第 2項は生産・消滅項、右辺は貯留項を示す。 

式中の記号の説明は以下のとおりである。 

K  : 絶対浸透率(m2) 

pS  : 流体相 p(＝w,g)の飽和度(-) 

p  : 流体相 p(＝w,g)の粘性係数(Pa・s) 

p  : 流体相 p(＝w,g)の密度(kg/m3) 

p  : 流体相 p(＝w,g)のポテンシャル(Pa) 


 : 間隙率(－) 

t  : 時間(s) 

psq  : 流体相 p(=w,g)の生産・消滅量(m3/m3/s) 

なお、上式中の絶対浸透率と相対浸透率の積は方向性を持ち、等方性、異方性地盤の双方

が考慮される。上式中の水相、空気相のポテンシャルは、それぞれ次式で表される。 
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ここに、Pgは空気相圧力、Pcwは毛管圧力であり、Zは標高（上方に正にとった距離）で

ある。また、飽和率の間には次の関係がある。 

1 gw SS
  

上式の未知変数は、空気相の圧力 Pgと水飽和率 Swであり、本シミュレータでは、両状態

量を同時完全陰解法により解く。 

（３）地表・地下流体の完全連成 

以上に述べた陸面を流れる地表水と地下地層中の水、空気 2相圧縮性流体の同時流れは、

流体相毎に質量収支式に、地表水、地下流体のそれぞれの運動量保存則を与えた次の支配方

程式によって一般化される。 

 
t
S

qM pp
ppp







   

gZPP wcwgw 

gZP ggg 



資料―7 

ここに、Mpは流動による質量フラックス(kg/m2/s)、p(＝g:gas,w:water)は流体相を示す添

字である。地上、地下の流体相互作用は、左辺第 1項の流動項に上述したそれぞれの運動量

保存式を適用し、それらを同時陰的に解くことで考慮される。 

地上流体は、上式を水相(p＝w)のみに適用し、マニング型の開水路流れを記述する浅水波

方程式に拡散波近似を適用した次式で表される。 
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地下流体に対しては、水、空気 2相 2成分流体系にダルシー型の流速公式を適用した次式

により表される。 

)( gZP
Kkr

M pp
p

pp
p 




   

地上、地下流体が出入りする陸面境界での質量フラックスは、疑似毛管圧力、疑似相対浸

透率と呼ばれる 2相流曲線を与えて評価する。この 2相流曲線は地層媒体へ与える不飽和物

性（相対浸透率，毛管圧）と同等の取扱いを地上の自由空間と地下のポテンシャル差を表現

できるよう拡張したパラメータであり、湧水や雨水浸透、それに伴う空気の地下侵入や流出

といった地上－地下間の連続した流体移動を統一的記述のもとで解析するものである。 
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